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  （百万円未満切捨て）

１．平成28年１月期第１四半期の業績（平成27年２月１日～平成27年４月30日） 

（１）経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）
 
  売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

28年１月期第１四半期 120 37.2 △56 － △57 － △57 － 

27年１月期第１四半期 87 △69.3 △56 － △54 － △54 － 

 

 
１株当たり 

四半期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり 
四半期純利益 

  円 銭 円 銭 

28年１月期第１四半期 △8.06 － 

27年１月期第１四半期 △13.03 － 

 

（２）財政状態 

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

  百万円 百万円 ％ 円 銭 

28年１月期第１四半期 451 △6 △1.5 △0.95 

27年１月期 530 50 9.6 7.11 
 
（参考）自己資本 28年１月期第１四半期 △6 百万円   27年１月期 50 百万円 

 

２．配当の状況 

  
年間配当金 

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 
27年１月期 － 0.00 － 0.00 0.00 
28年１月期 －         
28年１月期（予想）   0.00 － 0.00 0.00 

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無：無 

 

３．平成28年１月期の業績予想（平成27年２月１日～平成28年１月31日） 

  （％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）
 

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

第２四半期（累計） 434 13.9 △24 － △26 － △27 － △3.77 

通期 925 55.7 8 － 4 － 2 － 0.32 

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無：無 

 



※  注記事項 

（１）四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用：無 

 

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更    ：無 

②  ①以外の会計方針の変更                  ：無 

③  会計上の見積りの変更                    ：無 

④  修正再表示                              ：無 

 

 

（３）発行済株式数（普通株式） 

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 28年１月期１Ｑ 7,214,000 株 27年１月期 7,214,000 株 

②  期末自己株式数 28年１月期１Ｑ 58,200 株 27年１月期 58,200 株 

③  期中平均株式数（四半期累計） 28年１月期１Ｑ 7,155,800 株 27年１月期１Ｑ 4,183,300 株 

 

 
 

※  四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 

この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続きの対象外であり、この四半期決算短信の開示

時点において、金融商品取引法に基づく四半期財務諸表のレビュー手続きは終了しておりません。 

 

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

上記に記載した予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の経済環境予想等の前提に基づいて作

成したものであり、実際の業績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。業績予想の前提とな

る条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付資料２ページ「業績予想に関する定性的情

報」をご覧下さい。 
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

 当第１四半期累計期間におけるわが国の経済状況は、政府の経済政策や金融緩和策を背景に、円安・株高が推移

するとともに輸出関連企業を中心に業績の改善の動きがみられました。一方で、新興国の経済成長の鈍化や中東地

区等の地政学的リスクの存在、円安の進行に伴う原材料価格の上昇など、依然として先行き不透明な状況で推移い

たしました。

  また、当社が属しておりますカジュアルウェア市場におきましては、個人消費は、相変らず節約・低価格志向が

強く慎重な消費行動が続く厳しい市場環境の中での推移となりました。

 このような状況の中、当社におきましては基幹事業であります卸売事業で、ブランドの再構築を目的に主力得意

先ごとへの営業活動の強化に努めました。その中で、主力ブランドであります「Piko Hawaiian Longboard Wear」

（ピコ）については、商品提案の強化と併せ販売促進策として「PIKO HAWAIIAN CAMPAIGN 2015」をスタートさ

せ、販売活動に努めました。「Flying Scotsman」（フライング スコッツマン）、「RUSS-K」（ラス・ケー）な

どのブランドにつきましても、商品提案を中心に販売活動に努めました。また、中国沿海部における労働力不足に

対応するとともに、人件費や物価の高騰と円安に伴う商品原価の上昇を抑制するために、中国国内の生産・物流体

制の見直しを行ってまいりました。

  ライセンス事業では、卸売事業とのシナジー効果を高めることを目的に、サブライセンシー各社との協業を行

い、ビジネスモデルの構築を推進してまいりました。

 一方で、当社が扱うブランドを一斉に展示した秋物・冬物の総合展示会を開催し、当社のブランド企画提案力を

いかし各得意先ごとに提案を行い、秋冬時期に売上が確保出来るよう営業活動を行いました。

 以上の結果、当第１四半期累計期間の売上高は、120,398千円（前年同期比37.2%増）、営業損失は56,793千円

（前年同期は営業損失56,433千円）、経常損失は57,227千円（前年同期は経常損失54,030千円）、四半期純損失は

57,706千円（前年同期は四半期純損失54,505千円）となりました。

 

（２）財政状態に関する説明

 （資産）

  当第１四半期会計期間末における流動資産は、前事業年度末に比べて78,152千円減少し424,716千円となりま

した。この主な要因は、たな卸資産が22,217千円、受取手形及び売掛金が17,847千円が増加したものの、未収還

付法人税等が91,450千円、現金及び預金が57,323千円減少したことによるものであります。固定資産は、前事業

年度末に比べて、645千円減少し27,282千円となりました。この主な要因は、有形固定資産が462千円、無形固定

資産が312千円減少したことによるものであります。

  これらの結果、当第１四半期会計期間末の総資産は、前事業年度末に比べて78,797千円減少し451,999千円と

なりました。

  （負債）

  当第１四半期会計期間末における流動負債は、前事業年度末に比べて21,098千円減少し456,030千円となりま

した。この主な要因は、支払手形及び買掛金が13,892千円減少したことによるものであります。固定負債は、前

事業年度末に比べて9千円増加し2,778千円となりました。この主な要因は、資産除去債務が10千円増加したこと

によるものであります。

 （純資産）

  当第１四半期会計期間末における純資産は、前事業年度末に比べて57,709千円減少し△6,809千円となりまし

た。この主な要因は、四半期純損失を57,706千円計上したことによるものであります。

 

（３）業績予想などの将来予測情報に関する説明

 平成27年１月期の業績予想につきましては、平成27年３月13日公表の「平成26年１月期 決算短信 〔日本基準〕 

（非連結）」から変更ありません。

 

 

２．サマリー情報（注記事項）に関する事項

（１）四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

 該当事項はありません。

 

 

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

 該当事項はありません。
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３．継続企業の前提に関する重要事象等

 当第１四半期累計期間は、世界経済の先行き不透明感や消費者の節約志向による買い控えなど個人消費が低迷する

中、当社が属しておりますカジュアルウェア市場におきましても、大手得意先のPB化傾向の拡大や消費者の高い生活

防衛意識の影響から大手得意先の店頭在庫消化率低下など、依然として厳しい経営環境で推移いたしました。その結

果、売上高は120,398千円、営業損失は56,793千円、経常損失は57,227千円、四半期純損失は57,706千円を計上いた

しましたことから、6,809千円の債務超過の状態となりました。このような多額の損失を計上している状況から、継

続企業の前提に重要な疑義が存在しており、収益性と財務体質の早急な改善を迫られております。

 なお、詳細につきましては「継続企業の前提に関する注記」を参照下さい。
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４．四半期財務諸表

（１）四半期貸借対照表

    （単位：千円） 

 
前事業年度 

(平成27年１月31日) 
当第１四半期会計期間 
(平成27年４月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 206,772 149,449 

受取手形及び売掛金 111,822 129,670 

たな卸資産 51,181 73,398 

未収還付法人税等 103,289 11,839 

その他 37,404 65,124 

貸倒引当金 △7,601 △4,764 

流動資産合計 502,868 424,716 

固定資産    

有形固定資産 8,943 8,480 

無形固定資産 3,412 3,099 

投資その他の資産    

その他 24,109 29,652 

貸倒引当金 △8,537 △13,950 

投資その他の資産合計 15,572 15,701 

固定資産合計 27,928 27,282 

資産合計 530,797 451,999 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 431,990 418,098 

未払法人税等 4,423 2,107 

引当金 92 77 

その他 40,622 35,747 

流動負債合計 477,128 456,030 

固定負債    

資産除去債務 2,749 2,760 

繰延税金負債 18 17 

固定負債合計 2,768 2,778 

負債合計 479,897 458,808 

純資産の部    

株主資本    

資本金 1,303,223 1,303,223 

資本剰余金 1,569,263 1,569,263 

利益剰余金 △2,739,811 △2,797,517 

自己株式 △81,809 △81,809 

株主資本合計 50,866 △6,840 

評価・換算差額等    

その他有価証券評価差額金 33 30 

評価・換算差額等合計 33 30 

純資産合計 50,899 △6,809 

負債純資産合計 530,797 451,999 
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（２）四半期損益計算書

（第１四半期累計期間）

    （単位：千円） 

 
前第１四半期累計期間 
(自 平成26年２月１日 

 至 平成26年４月30日) 

当第１四半期累計期間 
(自 平成27年２月１日 
 至 平成27年４月30日) 

売上高 87,780 120,398 

売上原価 60,280 73,732 

売上総利益 27,500 46,665 

販売費及び一般管理費 83,934 103,459 

営業損失（△） △56,433 △56,793 

営業外収益    

受取利息 0 22 

為替差益 1,093 － 

業務受託手数料 1,145 2,222 

貸倒引当金戻入額 165 － 

その他 304 8 

営業外収益合計 2,708 2,253 

営業外費用    

支払利息 148 － 

為替差損 － 2,687 

その他 156 0 

営業外費用合計 305 2,687 

経常損失（△） △54,030 △57,227 

税引前四半期純損失（△） △54,030 △57,227 

法人税、住民税及び事業税 475 479 

法人税等合計 475 479 

四半期純損失（△） △54,505 △57,706 
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（３）四半期財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

 当第１四半期累計期間は、世界経済の先行き不透明感や消費者の節約志向による買い控えなど個人消費が低迷す

る中、当社が属しておりますカジュアルウェア市場におきましても、大手得意先のPB化傾向の拡大や消費者の高い

生活防衛意識の影響から大手得意先の店頭在庫消化率低下など、依然として厳しい経営環境で推移いたしました。

その結果、売上高は120,398千円、営業損失は56,793千円、経常損失は57,227千円、四半期純損失は57,706千円を

計上いたしましたことから、6,809千円の債務超過の状態となりました。このような多額の損失を計上している状

況から、継続企業の前提に重要な疑義が存在しており、収益性と財務体質の早急な改善を迫られております。

 当社は、当該状況を解消し、安定的な収益を確保できる企業体質を構築するために、営業活動では、既存ブラン

ドについて現在のポジショニングの分析を行い、細分化することで、ブランドポートフォリオの見直しを行い、市

場規模に適した戦略を立案し収益の確保に努めてまいります。併せて、各得意先への提案強化を行うことや、他社 

のブランドやキャラクターとのコラボレーション企画などを提案し、営業活動に努めてまいります。 

 また、ブランドごとに適切な販売促進策の計画を行い、新規取引先の獲得や休眠している取引先の再開を目指

し、収益の確保に努めてまいります。 

一方、販売費及び一般管理費につきましても、引き続き様々なコスト削減の努力を行いコスト構造の改善に努めて

まいります。 

 また、当第１四半期累計期間末において、6,809千円の債務超過の状態であることから、資本政策の手段も検討

中であり、財務体質の改善を検討しております。、 

 これらの施策を推進することで経営基盤の強化を図り、企業経営の安定化に努めてまいります。 

 しかしながら、上記のマーケット戦略や資本政策が実現するには相応の期間が必要となると考えられ、これらの

対応策を進めている途中において、景況悪化や異常気象、また、インフレや原材料の高騰、為替変動や中国国内に

おける急激な環境変化等により、収益性と財務体質の改善が影響を受けるリスクが存在するため、現時点では継続

企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。 

 なお、四半期財務諸表は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不確実性の影響を

四半期財務諸表に反映しておりません。

 

 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

  該当事項はありません。

 

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

 当社は、所有権及び使用権を有するブランドのアパレル繊維商品（主にカジュアルウェア）に関連する事業

の単一セグメントであるため、記載を省略しております。
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